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平成２１年工業統計調査結果 （平成２１年１２月３１日を調査期日として、製造業を営む事業所を対象に実施されました。） 

 

概 要 
   平成２０年と比較して、事業所数、従業員数、製造品出荷額等ともに減少しています。 

   平成２１年の結果を産業中分類別にみると、事業所数は食料品製造業（24 事業所、20.2.%）が最も多く、次いで窯業・土石製品製造業（15 事業所、12.6%）、家具・装備品製造

業（14 事業所、11.8%）となっています。また、従業者数でも食料品製造業（1,258 人、30.7%）が最も多く、次いで家具・装備品製造業（387 人、9.4%）、繊維工業（342 人、8.3%）とな

っています。 

   製造品出荷額等でも、食料品製造業（3,249,689 万円、38.8%）が最も多く、次いで化学工業（１又は２の事業所に関する数値のため金額については秘匿）、家具・装備品製造

業（720,379 万円、7.9%）となっています。 

 

 

産業中分類別事業所数等 

 
注）この統計表中「－」は該当数値なし、▲印はマイナスの数値を表わし、「X」は１又は２の事業所に関する数値で個々の申告者の秘密保護のため秘匿した箇所である。また、３以上の事業所でも１又は２の

事業所の数値が前後の関係から判明する箇所は「X」で表した。 

総　　額 製造品出荷額 加工賃収入額 くず廃物の出荷額
119 4,104 1,458,965 4,725,224 9,156,175 8,634,711 232573 3,833

０９ 食料品製造業 24 1,258 410,085 1,581,805 3,249,689 3,208,555 1,476 -
１０ 飲料・たばこ・飼料製造業 5 70 16,746 26,978 207,580 201,109 - -
１１ 繊維工業 10 342 66,106 67,125 180,784 73,543 107,131 -
１２ 木材・木製品製造業（家具を除く） 9 59 11,328 19,823 90,243 34,069 9,793 -
１３ 家具・装備品製造業 14 387 115,717 533,663 720,379 666,362 53,184 -
１４ パルプ・紙・紙加工品製造業 4 113 46,627 258,369 387,355 357,728 10,862 3,833
１５ 印刷・同関連業 4 227 66,233 425,037 318,701 318,403 62 -
１６ 化学工業 2 161 X X X X - -
１８ プラスチック製品製造業（別掲を除く） 2 22 X X X X X -
２１ 窯業・土石製品製造業 15 296 96,083 261,663 542,734 422,265 480 -
２４ 金属製品製造業 9 200 68,540 176,849 413,843 404,308 4,080 -
２５ はん用機械器具製造業 2 244 X X X X X -
２６ 生産用機械器具製造業 8 185 62,202 77,467 172,074 137,390 34,402 -
２７ 業務用機械器具製造業 3 29 12,083 14,684 40,731 37,395 3,336 -
２８ 電子部品・デバイス・電子回路製造業 5 305 78,187 379,931 563,134 514,283 - -
２９ 電気機械器具製造業 2 201 X X X X x -
３２ その他の製造業 1 5 X X X X - -

製造品出荷額等（万円）

合　　　　計

産業中分類 事業所数
従業員数

（人）
現金給与総額

（万円）
原材料使用額等

（万円）

（従業員４人以上の事業所） 
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事業所数・従業者数・製造品出荷額等・付加価値額の概要（４人以上の事業所） 

 
注）この統計表中「－」は該当数値なし、▲印はマイナスの数値を表わし、「X」は１又は２の事業所に関する数値で個々の申告者の秘密保護のため秘匿した箇所である。また、３以上の事業所でも１又は２の

事業所の数値が前後の関係から判明する箇所は「X」で表した。 

 

 

 

 

 

 

用語の解説 
 

従業者数          平成２１年１２月３１日現在の常用労働者、個人事業主及び無給家族従業者の計。 

    

   現金給与総額      平成２１年１年間に、常用雇用者のうち雇用者（「正社員、正職員等」及び「パート・アルバイト等」をいう。）に対して支給された給与及び特別に支払

われた給与の額とその他の給与額の合計。 

 

   原材料使用額等     平成２１年１年間における原材料使用額、燃料使用額、電力使用額、委託生産費、製造等に関連する外注費、転売した商品の仕入額であり、消費 

税額を含んでいる。 

 

   製造品出荷額等     平成２１年１年間における製造品出荷額、加工賃収入額、製造工程からでたくず及び廃物の出荷額、その他の収入額の合計。（消費税等内 

国消費税を含む） 

 

   付加価値額        次の算式によっている。 

                   付加価値額＝製造品出荷額等＋（製造品年末在庫額－製造品年初在庫額） 

＋（半製品及び仕掛品年末在庫額－半製品及び仕掛品年初在庫額） 

－（消費税を除く内国消費税額＋推計消費税額）－原材料使用額等－減価償却額 

％ ％ ％ ％ ％

事業所数 131 4.0 119 ▲ 12 ▲ 9.2 食料 20.2 窯業 12.6 家具 11.8
人 人 人

従業者数 4,345 ▲ 1.9 4,104 ▲ 241 ▲ 5.5 食料 30.7 家具 9.4 繊維 8.3
億円 億円 億円

製造品出荷額等 1,047 ▲ 1.2 916 ▲ 131 ▲ 12.5 食料 35.5 化学 X 家具 7.9
億円 億円 億円

付加価値額 434 ▲ 4.1 394 ▲ 40 ▲ 9.2 食料 38.8 化学 X 窯業 6.4

区　分
H２０年 H２１年

実数 前年比 実数 増減 前年比
上位３産業の市町村内構成比
１位 ２位 ３位
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中分類「１８プラスチック製品製造業（別掲を除く）」の別掲 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              注）「分類」欄について、２桁は中分類番号、３桁は小分類番号、４桁は細分類番号をさす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

製造品名 分類 製造品名 分類

家具・装備品 13 がん具・運動用具 325

プラスチック製版 1521 ペン・鉛筆・絵画用品・その他の事務用品 326

写真フィルム（乾版を含む） 1695 漆器 3271

手袋 2051 畳 3282

耐火物 215 うちわ・扇子・ちょうちん 3283

と石 2179 ほうき・ブラシ 3284

模造真珠 2199 喫煙用具（貴金属・宝石製を除く） 3285

目盛りのついた三角定規 2739 洋傘・和傘・同部分品 3289

注射筒 2741 魔法瓶 3289

義歯 2744 看板・標識機 3292

322 パレット 3293

モデル・模型 3294

かつら 3229 工業用模型 3295

時計側 3231 レコード 3296

楽器 324 眼鏡 3297

装身具・装飾品・ボタン・同関連品
（貴金属・宝石製を除く）
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産 　業
中分類
番　 号

産　業　名　称

０９ 食料品製造業
１０ 飲料・たばこ・飼料製造業
１１ 繊維工業（衣服、その他の繊維製品を除く）
１２ 衣服・その他の繊維製品製造業
１３ 木材・木製品製造業（家具を除く）
１４ 家具・装備品製造業
１５ パルプ・紙・紙加工品製造業
１６ 印刷・同関連業
１７ 化学工業
１８ 石油製品・石炭製品製造業
１９ プラスチック製品製造業（別掲を除く）
２０ ゴム製品製造業
２１ なめし革・同製品・毛皮製造業
２２ 窯業・土石製品製造業
２３ 鉄鋼業
２４ 非鉄金属製造業
２５ 金属製品製造業
２６ 一般機械器具製造業
２７ 電気機械器具製造業
２８ 情報通信機械器具製造業
２９ 電子部品・デバイス製造業
３０ 輸送用機械器具製造業
３１ 精密機械器具製造業
３２ その他の製造業

旧分類(平成１９年まで）

 

 

産業分類について 

平成２０年調査からは下表のとおり改訂があった。 

 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
資料：新潟県総務管理部統計課「にいがた県の工業」 

産 　業
中分類
番　 号

産　業　名　称

０９ 食料品製造業
１０ 飲料・たばこ・飼料製造業
１１ 繊維工業
１２ 木材・木製品製造業（家具を除く）
１３ 家具・装備品製造業
１４ パルプ・紙・紙加工品製造業
１５ 印刷・同関連業
１６ 化学工業
１７ 石油製品・石炭製品製造業
１８ プラスチック製品製造業（別掲を除く）
１９ ゴム製品製造業
２０ なめし革・同製品・毛皮製造業
２１ 窯業・土石製品製造業
２２ 鉄鋼業
２３ 非鉄金属製造業
２４ 金属製品製造業
２５ はん用機械器具製造業
２６ 生産用機械器具製造業
２７ 業務用機械器具製造業
２８ 電子部品・デバイス・電子回路製造業
２９ 電気機械器具製造業
３０ 情報通信機械器具製造業
３１ 輸送用機械器具製造業
３２ その他の製造業

新分類（平成２０年から）

統合

一部移設

一部移設

一部移設

一部移設

一部移設

一部移設

一部移設

分割


